
JP 4448065 B2 2010.4.7

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液体を吐出口から吐出するために利用されるエネルギーを発生するエネルギー発生素子
が配置された基板と、前記吐出口と連通する液体の流路と、を有する液体吐出ヘッドの製
造方法において、
　メタクリル酸とメタクリル酸エステルの共重合体を含む組成物の層を、ジグライムを溶
媒として用いて前記基板上に提供する工程と、
　前記組成物の層から前記流路を形成するための固体層を形成する工程と、
　カチオン重合性化合物と、光カチオン重合開始剤と、光カチオン重合阻害剤と、を含む
材料を、キシレンとメチルイソブチルケトンとを溶媒として使用して、前記基板上に前記
固体層を覆うように被覆層を形成する工程と、
　前記被覆層の前記固体層上の部分に、前記吐出口をフォトリソグラフィプロセスで形成
する工程と、
　前記固体層を除去することで前記流路を形成する工程と、
を有する、液体吐出ヘッドの製造方法。
【請求項２】
　前記メタクリル酸とメタクリル酸エステルとの共重合体は、重量平均分子量が５０００
０～３０００００、メタクリル酸の含まれる比率が５～３０重量％であることを特徴とす
る請求項１に記載の液体吐出ヘッドの製造方法。
【請求項３】
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　前記カチオン重合性化合物が、エポキシ化合物である請求項１または２に記載の液体吐
出ヘッドの製造方法。
【請求項４】
　前記光カチオン重合阻害剤は、非共有電子対を有する塩基性物質であることを特徴とす
る請求項１～３のいずれかに記載の液体吐出ヘッドの製造方法。
【請求項５】
　前記非共有電子対を有する塩基性物質は、非共有電子対を有する含窒素化合物であるこ
とを特徴とする請求項４に記載の液体吐出ヘッドの製造方法。
【請求項６】
　前記非共有電子対を有する含窒素化合物は、アミン化合物であることを特徴とする請求
項５に記載の液体吐出ヘッドの製造方法。
【請求項７】
　前記アミン化合物が、トリエタノールアミンであることを特徴とする請求項６に記載の
液体吐出ヘッドの製造方法。
【請求項８】
　前記光カチオン重合開始剤に対して０．０１～１００重量％の割合で、前記光カチオン
重合阻害剤を添加する請求項１～７のいずれかに記載の液体吐出ヘッドの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は液体吐出ヘッドの製造方法および、その製造方法によって得られる液体吐出ヘ
ッドに関し、具体的には液体を吐出して記録を行う液体吐出（噴射）記録ヘッドの製造方
法、およびその製造方法によって得られる液体吐出（噴射）記録ヘッドに関する。
【背景技術】
【０００２】
　液体噴射記録方式（インクジェット記録方式を含む）が適用される液体噴射記録ヘッド
（インクジェット記録ヘッドやインクジェットヘッドを含む）は、一般に微細な吐出口、
流路およびこの流路の一部に設けられる液体吐出手段を複数備えている。液体噴射記録ヘ
ッドからインクを記録紙などに吐出し、高品位の画像を得るためには、インクがそれぞれ
の吐出口より常に同じ体積、吐出速度で吐出されることが望ましい。また、吐出口と連通
する流路との境界面における形状が、吐出に影響を及ぼさないものでなければならない。
【０００３】
　インクジェット記録ヘッドの製造方法としては、特開平６－２８６１４９号公報に、溶
解可能な樹脂にてインク流路パターンを形成し、このパターンをエポキシ樹脂などで被覆
した後、吐出口を形成して溶解可能な樹脂を除去する方法が記載されている。又、特開２
００１－１７９９９０号公報には、除去可能な樹脂に吐出口形成材料の光硬化を阻害する
物質を混入する方法が記載されている。
更に、極小液滴の吐出においては、液体噴射記録ヘッドの吐出口における液体流抵抗の低
減を行い、液体吐出速度の維持を行う必要がある。特開２００３－２５５９５号公報には
、溶解可能な樹脂を二層にし、基板側流路よりも狭く、吐出口先端部よりも広い中間的な
部分（中間室）を基板側流路と吐出口先端の間に設ける工夫がなされている。
【０００４】
　さて、近年は、インクジェット（ＩＪ）プリンターの画質競争に伴い、吐出されるイン
クの小液滴化が加速している。このインクの小液滴化に伴い、インク液滴を吐出するＩＪ
ヘッドのオリフィス径（吐出口径）も小さくなってきている。そこで、従来の図１３（ａ
）に示すＩＪヘッドの断面形状において、吐出口９０９部分の厚みＰＨ（ＯＰ厚）を変え
ずに、吐出口径のみを小さくすると、吐出口部分でのインクの流抵抗が、吐出口径の２乗
に比例して大きくなってしまう。その結果、特に、プリンターの停止等、ある程度の期間
の休止後にインクを吐出する際に、第１回目の吐出時におけるインク液滴の吐出特性が低
下しやすくなる（この現象を“発一現象”と呼ぶ）。なお、図１３において、９０１は基
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板，９０２は発熱抵抗素子、９０７は流路形成部材である。
【０００５】
　そこで、本発明者らは、小液滴を安定的に飛翔させるために、例えば図１３（ｂ）、（
ｃ）に示すように、吐出口径を小さくするとともにＯＰ厚（ＰＨ）を薄く（例えばＰＨ≦
１０μｍ程度）した小液滴ノズルを形成する事を試みた。前述の特許文献に記載されるよ
うな製造方法でこのインクジェット記録ヘッドを製造してみると，新たな技術課題が見出
された。
【０００６】
　すなわち、除去可能な樹脂とインク吐出口形成のための吐出口形成材料との界面におい
て、スカムが発生し、吐出口面から飛翔するインク液滴の吐出方向が曲がってしまって、
印字画像が劣化してしまう現象が見出された。この現象は特開２００１－１７９９９０号
公報に開示された手法を用いても解決できるものではなかった。
【０００７】
　この現象について本発明者らは鋭意検討した結果、次のような知見を得た。即ち、吐出
口形成において、吐出口形成材料は、ネガ型レジストであり、吐出口はフォトリソグラフ
ィプロセスで形成される。つまり、吐出口を有する硬化層の形成にネガ型レジストを用い
て行うために、不図示のマスクを介して、吐出口以外の領域にＵＶ領域の光照射を行って
いる。その時、除去可能な樹脂が存在する領域は、この樹脂が存在しない領域と比べて、
単位面積当たりの光照射量が多くなる。又、吐出口径が小さくなると、光照射によって、
未露光部分（吐出口領域）へ回りこむ光の量（単位面積当たり）も多くなる。
【０００８】
　その結果、流路高さが高く、且つ、ＰＨ（ＯＰ厚）が薄い形状では、光照射量の差が更
に大きくなり、微小化された吐出口の断面について分析を行うと、除去可能な樹脂とイン
ク吐出口形成のための吐出口形成材料との界面において、スカムが明らかに観察されるよ
うになってきた。
【０００９】
　そこで、本発明者らは、上述の新たな知見から、図１３（ｂ）、（ｃ）に示したような
光照射量の差が大きくなってしまうＩＪヘッドのノズル形状において、除去可能な樹脂と
インク吐出口形成のための吐出口形成材料との界面に発生するスカムを完全に無くす課題
が存在するとの認識に至った。
【特許文献１】特開２００３－２５５９５号公報
【特許文献２】特開２００１－１７９９９０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明の目的は、上記課題に鑑み、流路パターンを規定する型となる溶解除去可能な固
体層とそれを被覆する吐出口形成材料層とを用いた液体吐出ヘッドの製法において、該吐
出口部で、これらの層が直接接する界面領域でのスカムの発生が無く、小液滴（極小液滴
を含む）が、精度良い吐出する事を可能とする液体吐出ヘッドの製造方法及びそれにより
得られた液体吐出ヘッドを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上述の課題を解決するための本発明の液体吐出ヘッドの製造方法は、液体を吐出口から
吐出するために利用されるエネルギーを発生するエネルギー発生素子が配置された基板と
、前記吐出口と連通する液体の流路と、を有する液体吐出ヘッドの製造方法において、
　メタクリル酸とメタクリル酸エステルの共重合体を含む組成物の層を、ジグライムを溶
媒として用いて前記基板上に提供する工程と、
　前記組成物の層から前記流路を形成するための固体層を形成する工程と、
　カチオン重合性化合物と、光カチオン重合開始剤と、光カチオン重合阻害剤と、を含む
材料を、キシレンとメチルイソブチルケトンとを溶媒として使用して、前記基板上に前記
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固体層を覆うように被覆層を形成する工程と、
　前記被覆層の前記固体層上の部分に、前記吐出口をフォトリソグラフィプロセスで形成
する工程と、
　前記固体層を除去することで前記流路を形成する工程と、
を有する、液体吐出ヘッドの製造方法である。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、吐出口形成用材料としてのカチオン重合による光硬化性組成物に光カ
チオン重合阻害剤が配合されて、更に、吐出口のなる部分と界面を形成する固体層の部分
をメタクリル酸とメタクリル酸メチルの共重合体を用いて形成したことで、従来とほぼ工
程が変わらず、スカムの無い安価なインクジェットヘッドを提供することができる。さら
には、固体層を２層構造とし、下層をビニルケトン系光崩壊性高分子化合物及びポリメチ
ルイソプロペニルケトンのいずれかを用い、上層にメタクリル酸とメタクリル酸エステル
の共重合体を用いて、且つ、吐出口形成材料は、少なくともカチオン重合可能な化合物と
、光カチオン重合開始剤と、光カチオン重合阻害剤とを含むことにより従来とほぼ工程が
変わらず、スカムが無く、安価であり、しかも、吐出口下部の流路内に、液体流抵抗を低
減する基板側の流路部分よりも小さい中間室を精度良く設けた液体噴射記録ヘッドを提供
することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　以下、本発明について液体吐出ヘッドを主にインクを用いて記録を行うインクジェット
ヘッド（ＩＪヘッド）を例として説明するが、本発明の液体吐出ヘッドとしては、各種液
体を各種の表面に適用するための記録用以外の用途に用いるタイプのものであってもよい
。なお、本明細書中において、電離放射線とはＤｅｅｐ－ＵＶ光、電子線、Ｘ線など、物
質に電離作用を及ぼす放射線を総称するものである。
【００１６】
　（スカム発生メカニズムの説明）
　はじめに、本発明の技術課題である、除去可能な樹脂を用いて形成された固体層とイン
ク吐出口形成のための吐出口形成材料を用いて形成された被覆層との界面におけるスカム
の発生メカニズムについて、本発明者らによる新規な知見を説明する。本発明者らは、ス
カムが発生するメカニズムについて、２つの要因を推定している。（図１４参照）。ここ
で、図１４において、８０１は基板、８０２は発熱抵抗素子、８０７はインク流路形成部
材、８０９は吐出口であり、スカム８２０は吐出口の下部８０９ａに発生するものである
。
（１）：ノズル形成材料であるカチオン重合による光硬化性組成物を用いて形成した被覆
層に光照射を行う際に、マスクによって遮光された吐出口となる領域内に固体層と被覆層
との界面に沿って回り込む光によって硬化した微小部分が発生する。
（２）：固体層とインク吐出口形成のための被覆層との界面に形成されるこれらの層を形
成するための材料間で生じる相溶層によって発生する。
【００１７】
　尚、スカムの発生する要因としては、上記２つの推定要因が個々に寄与するのではなく
て、相乗的に寄与する可能性もあり、スカムを解消するためには、上記２つの要因を同時
に解消する事が重要であると認識している。
【００１８】
　故に、スカムの無いＩＪヘッドのノズル形状を作成するために、本発明者らは、鋭意検
討の結果、上記推定要因を解消するために、以下の対策を行った。
対策１：カチオン重合性化合物と、光カチオン重合開始剤とを含む吐出口形成材料に、光
カチオン重合阻害剤を添加した。光カチオン重合阻害剤によって、光照射の際に、露光部
と未露光部の界面において、光重合反応性が調節されて、未露光部に回り込んだ光でカチ
チオン重合反応を阻害するようにした。
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対策２：吐出口形成材料からなる被覆層を形成するために用いる塗工液が含有する溶剤に
対して、固体層形成用の樹脂の耐性を向上させた。
前述の対策１、２を同時に行う事によって、多種多様な形状のＩＪノズルを形成する場合
でも、前記除去可能な樹脂とインク吐出口形成のためのノズル形成材料との界面において
、スカムが発生することは無くなった。
【００１９】
　（感光性材料の説明）
　本発明において、流路パターの型となる固体層には、樹脂成分がメタクリル酸／メタク
リル酸エステル共重合体であるポジ型感光性組成物が少なくとも用いられる。この共重合
体は、メタクリル酸とメタクリル酸エステルとをラジカル重合させて得られる共重体であ
り、以下に示すメタクリル酸から得られる単位（Ｂ）とメタクリル酸エステルから得られ
る単位（Ａ）とを含むものである。単位（Ｂ）の共重合体全体に対する重合割合は、好ま
しくは５～３０質量％、より好ましくは８～１２質量％から選択できる。
【００２０】

【化１】

【００２１】
　メタクリル酸エステル成分におけるＲ2は、炭素数１～３アルキル基を表し、Ｒ1は炭素
数１～３のアルキル基を示す。また、メタクリル酸成分におけるＲ3は炭素数１～３のア
ルキル基を示す。また、Ｒ1～Ｒ3は各単位ごとに独立して上記の意味を有する。すなわち
、多数の単位（Ａ）が同一のＲ1及び同一のＲ2を有してもよく、多数の単位（Ａ）の中に
Ｒ1及びＲ2の少なくとも一方が異なる組み合わせが含まれていても良い。単位（Ｂ）につ
いても同様である。この共重合体は、上記の（Ａ）及び（Ｂ）の単位からなり、重合形態
は、ランダム重合、ブロック重合など、所望とするポジ型レジストの特性を得られるもの
であれば特に制限されない。更に、この共重合体は、分子量５００００～３０００００（
重量平均）、分散度（Ｍｗ／Ｍｎ）は、１．２～４．０の範囲のものが好ましい。
【００２２】
　この感光性樹脂組成物の樹脂成分の分解のための吸収波長領域は、２００～２６０ｎｍ
のみであることが好ましい。また、光照射後の現像には、ジエチレングリコールとモルホ
リンとモノエタノールアミンと純水の混合液などを用いることができる。
【００２３】
　一方、固体層を階段状の段差部を有する多層、例えば２層の積層構造とする場合は、上
層（多層の場合の最上層）に上記のメタクリル酸／メタクリル酸メチル共重合体を含む樹
脂組成物を用い、下層にメタクリル酸／メタクリル酸メチル共重合体とは感光波長（吸収
波長）が異なり、下層への露光時に上層に含まれる共重合体が分解されないポジ型の樹脂
組成物を用いる。この下層用の樹脂組成物の樹脂成分としては、ポリメチルイソプロペニ
ルケトンなどが好ましい。
【００２４】
　一方、吐出口形成材料としてのネガ型の感光性を有する硬化性組成物としては、カチオ
ン重合性化合物と、光カチオン重合開始剤と、光カチオン重合阻害剤と、を含む光硬化性
組成物が用いられる。この光硬化性組成物に含有させるカチオン重合性化合物は、カチオ
ン付加重合反応を利用して化合物同士が結合できるものであり、例えば、特許第３１４３
３０７号明細書に記載される常温にて固体状のエポキシ化合物を好適に利用できる。この
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エポキシ化合物としては、例えば、ビスフェノールＡとエピクロヒドリンとの反応物のう
ち分子量が少なくとも約９００のもの、含ブロモスフェノールＡとエピクロヒドリンとの
反応物、フェノールノボラックあるいはｏ－クレゾールノボラックとエピクロヒドリンと
の反応物、特開昭６０－１６１９７３号公報、特開昭６３－２２１１２１号公報、特開昭
６４－９２１６号公報、特開平２－１４０２１９号公報に記載のオキシシクロヘキサン骨
格を有する多感応エポキシ樹脂等があげられる。これらの１種または２種以上を用いるこ
とができる。また、これらのエポキシ化合物においては、好ましくはエポキシ当量が２０
００以下、さらに好ましくはエポキシ当量が１０００以下の化合物が好適に用いられる。
これは、エポキシ当量が２０００を越えると、硬化反応の際に架橋密度が低下し、硬化物
のＴｇもしくは熱変形温度が低下したり、密着性、耐インク性に問題が生じる場合がある
からである。
【００２５】
　光カチオン重合開始剤としては、芳香族ヨードニウム塩、芳香族スルホニウム塩［Ｊ．
ＰＯＬＹＭＥＲ ＳＣＩ：Ｓｙｍｐｏｓｉｕｍ No. ５６ ３８３－３９５（１９７６）参
照］や旭電化工業株式会社より上市されているＳＰ－１５０、ＳＰ－１７０等が挙げられ
る。また、光カチオン重合開始剤は、還元剤を併用し加熱することによって、カチオン付
加重合反応を促進（単独の光カチオン重合に比較して架橋密度が向上する。）させること
ができる。ただし、光カチオン重合開始剤と還元剤を併用する場合、常温では反応せず一
定温度以上（好ましくは６０℃以上）で反応するいわゆるレドックス型の開始剤系になる
ように、還元剤を選択する必要がある。このような還元剤としては、銅化合物、特に反応
性とエポキシ樹脂への溶解性を考慮して銅トリフラート（トリフルオロメタンスルフォン
酸銅（II））が最適である。また、アスコルビン酸等の還元剤も有用である。また、ノズ
ル数の増加（高速印刷性）、非中性インクの使用（着色剤の耐水性の改良）等、より高い
架橋密度（高Ｔｇ）が必要な場合は、上述の還元剤を後述のように前記被覆樹脂層の現像
工程後に溶液の形で用いて被覆樹脂層を浸漬および加熱する後工程によって、架橋密度を
あげることができる。
【００２６】
　この光硬化性組成物に対して必要に応じて添加剤など適宜添加することが可能である。
例えば、エポキシ樹脂の弾性率を下げる目的で可撓性付与剤を添加したり、あるいは基板
との更なる密着力を得るためにシランカップリング剤を添加することなどがあげられる。
【００２７】
　更に、この光硬化性組成物には、光カチオン重合阻害剤が添加される。この光カチオン
重合阻害剤は光硬化性組成物の硬化性を調節して、先に述べたポジ型レジスト層（固体層
）とネガ型レジスト層（ノズル形成材料層）との界面における吐出口となる未露光部へ回
り込む光では硬化層を形成できないようにするものである。この光カチオン重合阻害剤と
しては、光照射部における所望とする硬化特性とスカム発生防止効果が得られるものであ
ればよく、酸触媒の機能を低下させる物質であれば良くて、一般的には、塩基性物質が用
いられる。塩基性物質としては、プロトンのアクセプターとなり得る化合物、即ち、非共
有電子対を有する塩基性物質を好適に用いることができる。非共有電子対を有する含窒素
化合物は、酸に対して塩基として作用する化合物でありスカムの形成を防ぐために有効で
ある。具体的には、窒素、硫黄、リン等の原子を含む化合物が挙げられるが、代表例とし
て、アミン化合物が挙げられる。具体的には、ジエタノールアミン、トリエタノールアミ
ン、トリイソプロパノールアミン等の炭素１以上4以下のピドロキシアルキル基で置換さ
れたアミン類、ピリミジン、２－アミノピリミジン、４－アミノピリミジン等のピリミジ
ン化合物、ピリジン、メチルピリジン等のピリジン化合物、２－アミノフェノール、３－
アミノフェノール等のアミノフェノール類等が挙げられる。
【００２８】
　塩基性物質の含有量は、光カチオン重合開始剤に対して、０．０１～１００重量％が好
ましく、さらに好ましくは、０．１～２０重量％である。また、これらの塩基性物質は、
二種以上混合して用いてもよい。
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【００２９】
　ネガ型レジスト層に対して吐出口となる部分を遮光するマスクを介してパターン露光す
ることにより、遮光された部分（未露光部）以外を硬化させてから、現像液で処理して、
未露光部を除去して吐出口を形成する。このパターン露光は汎用的な露光装置の何れの物
を適用しても構わないが、ネガ型レジスト層の吸収波長領域と一致し、且つ、ポジ型レジ
スト層の吸収波長領域と重なり合わない波長領域を照射する露光装置であることが望まし
い。また、ネガ型レジスト層へパターン露光後の現像は、キシレン等の芳香族溶剤にて行
うことが好ましい。
【００３０】
　以下、本発明にかかる好ましい実施の形態について図面を用いて更に説明する。
【００３１】
　（第１の実施の形態）
　図１（ａ）～（ｅ）はそれぞれ、本形態にかかる液体吐出ヘッドの製造方法における、
プロセスフローの模式的断面図である。以下、図１を用いて本発明の第１の実施形態にお
ける、液体吐出ヘッドの製造方法を説明する。
【００３２】
　図１（ａ）は、シリコン基板１を示し、シリコン基板１上には、液体吐出エネルギー発
生素子としての発熱素子２や発熱素子を個別に駆動するために配されたトランジスタ、及
び、データ信号処理を処理するための回路等（不図示）が構成されており、それらは、電
気的に配線を介してして接続されている。なお、窒化膜５は、後述するインク供給口９を
形成する際のマスクとして用いられるものである。
【００３３】
　次に、図１（ｂ）に示すように、基板１上に、溶解除去可能な固体層としてのポジ型レ
ジスト層３を塗布により形成し、ベークする。塗布はスピンコートやバーコート等の汎用
的なソルベントコート法を適用できる。固体層形成用材料としては、前述したように樹脂
成分としてメタクリル酸／メタクリル酸メチル共重合体を含むポジ型レジスト組成物を用
い、ベーク温度は、１２０～１５０℃で、時間は、３～１０分程度である。膜厚は、１０
～２０μｍ程度である。
【００３４】
　次いで、短波長紫外線（以下、ＤｅｅｐＵＶ光と記す）照射装置（不図示）を用いて、
不図示のマスクを介して、ポジ型レジストに２００～３００ｎｍ領域の光を照射する。そ
の際、図２に示すように、ポジ型レジストの吸収波長領域は、２００～２５０ｎｍである
ために、この領域の波長（エネルギー分布）によって、光照射部において分解反応が促進
される。次いで、ポジ型レジスト層３の現像を行う。現像液としては、ジエチレングリコ
ールとモルホリンとモノエタノールアミンと純水の混合液などを用いることができる。こ
の現像処理によって、流路に対応した所定の型パターンを得る。
【００３５】
　次に、ポジ型レジスト層３を覆うように吐出口形成材料としてのネガ型レジスト層４を
塗布により形成する。塗布は汎用的なスピンコート等のソルベントコート法を適用できる
。
【００３６】
　吐出口形成材料としてのネガ型レジスト組成物としては、以下の組成の樹脂組成物１を
用いた（ポジ型レジスト層３上における膜厚１０μｍ： 図１（ｂ））。形成方法は、メ
チルイソブチルケトン／キシレン混合溶媒に６０質量％の濃度で溶解したものを、スピン
コートした。
【００３７】
　樹脂組成物１：
エポキシ樹脂（ＥＨＰＥ－３１５８、ダイセル化学（株）製）：１００重量部
シランカップリング材（Ａ－１８７、日本ユニカー（株）製）：１重量部
光カチオン重合開始剤（ＳＰ－１７０、旭電化工業（株）製：１．５重量部
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カチオン重合阻害剤（トリエタノールアミン）：ＳＰ－１７０に対して１３モル％
　このパターン露光は汎用的な露光装置の何れの物を適用しても構わないが、図３に示す
ように、ネガ型レジスト層の吸収波長領域（図の点線で示す）と一致し、且つ、ポジ型レ
ジスト層３の吸収波長領域（本実施形態の場合、２００～２５０ｎｍ）と重なり合わない
波長領域を照射する露光装置であることが望ましい。また、ネガ型レジスト層へパターン
露光後の現像は、キシレン等の芳香族溶剤にて行うことが好ましい。ポジ型レジスト層３
に達する吐出口７がネガ型レジストの硬化層４に設けられた状態を図１（ｃ）に示す。
【００３８】
　次いで、図１（ｄ）に示す構造を得るために、吐出口７などを形成した面を被覆する樹
脂６で、片面を保護した後に、ＴＭＡＨ（テトラメチルアンモニウムハイドライド）など
のアルカリ溶液にて、シリコン基板の裏面側から、異方性エッチング法により、インク供
給口９を形成する。次いで、樹脂６を溶解・除去して、更にネガ型レジストの硬化層４越
しに３００ｎｍ以下の電離放射線を一括で照射する。これは、ポジ型レジスト層３を構成
する共重合体を分解して低分子化し、除去を容易に行えるようにすることを目的としてい
る。最後に、型に用いたポジ型レジスト層３を溶剤にて除去し、図１（ｅ）に示す状態と
する。これによりインク供給口９から流路８を介して吐出口７までのインクの通路が形成
される。
【００３９】
　上記の製法では、半導体製造技術で用いられるスピンコート等のソルベントコート法に
より実施される為、インク流路はその高さが極めて高精度で安定的に形成できる。また、
基板に対して平行な方向の２次元的な形状も半導体のフォトリソグラフィー技術を用いる
為、サブミクロンの精度を実現することが可能である。更に、ネガ型レジスト組成物にラ
ジカル重合阻害剤が配合されており、更に、ポジ型レジスト層に極性の高いメタクリル酸
／メタクリル酸エステル共重合体を用いるので、その上部に形成されるネガ型レジスト層
との界面において相溶層の形成が抑制され、先に説明したこれらの界面でのスカムの発生
が防止される。
【００４０】
　（参考実施形態）
　図４（ａ）～（ｆ）はそれぞれ、固体層形成のプロセスフローの一例を示す説明図であ
る。本実施形態は、第１の実施の形態に対し、固体層を複数の材料による積層構造とする
点が異なっている。
【００４１】
　まず、固体層形成のプロセスフローについて、図４を用いて説明する。
【００４２】
　図４（ａ）に示すように、基板１１上に樹脂成分としてポリメチルイソプロペニルケト
ン（ＰＭＩＰＫ）を含有するポジ型レジスト層１２を形成する。具体的には、東京応化工
業（株）社製ＯＤＵＲ－１０１０（以下，ＯＤＵＲポジ型レジスト）をスピンコートによ
り塗布し、１２０℃／３分のプリベークを行った。次に、１５０℃で３０分間のベークを
行った。この時の膜厚は、１５μｍであった。更に、ウェハ外周の盛り上がりを抑えるた
めに、不図示のウェハ外周露光マスクを用いて、ウシオ電機製：ＵＸ－３０００ＳＣでウ
ェハ外周のみに、ＤｅｅｐＵＶ光を照射してから、ウェハ外周に盛り上がったポジ型レジ
ストを現像・除去した。次に図４（ｂ）に示すように、ポジ型レジスト層ＯＤＵＲ１２上
に樹脂成分がメタクリル酸／メタクリル酸メチル共重合体（Ｐ（ＭＭＡ－ＭＡＡ））であ
るポジ型レジスト層１３をスピンコート法にて形成する。ここでは実施の形態１と同じも
のを用いた。この時の膜厚は、５μｍであった。
【００４３】
　さらに図４（ｃ）に示すように、ポジ型レジスト層１３を露光する。ポジ型レジスト層
１３には、露光した箇所が除去されるフォトマスク１６を適用する。この時、露光波長域
として、２３０～２６０ｎｍ帯を使用すれば、下層のポジ型レジストはほとんど感光しな
い。これはケトンの吸収がカルボニル基に起因し、２３０～２６０ｎｍの光を殆ど透過し
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てしまう為、感光しないことに起因している。露光されたポジ型レジスト層１３をジエチ
レングリコールとモルホリンとモノエタノールアミンと純水の混合液で現像し、所定のパ
ターンを得る。前記現像液はアルカリ性である。この現像液では未露光部のアクリル系レ
ジストの溶解速度は極めて遅く、且つ、上層現像時の下層への影響は軽微にすることがで
きる。
【００４４】
　そして図４（ｄ）に示すように、基板を含めて、１３０℃、３分間のポストベークを行
う事で、上層のポジ型レジストの側壁に約１０°の傾斜を付けることができる。次いで図
４（ｅ）に示すように、ポジ型レジスト層１２を露光する。ポジ型レジスト層１２には、
露光した箇所が除去されるフォトマスク１７を適用する。このとき、露光波長域として、
２７０～３３０ｎｍ帯を使用すれば、下層のポジ型レジストを感光させることができる。
又、２７０～３３０ｎｍ域の露光波長は、上層のポジ型レジスト層を透過するために、マ
スクからの回りこんだ光や基板からの反射光による影響を殆ど受けない。
【００４５】
　そして図４（ｆ）に示すように、露光された下層のポジ型レジスト層１２を現像し、所
定の下層と上層が階段状に積層されたパターンを得る。この積層構造では、下層の上面内
に上層の下面が配置され、かつ下層の上面の一部１０が露出した状態となっている。現像
液は、有機溶剤であるメチルイソブチルケトンを適用することが好ましい。未露光のＰ（
ＭＭＡ－ＭＡＡ）は該現像液では殆ど溶解しないため、下層レジスト現像に上層パターン
の変化はない。
【００４６】
　次に、図４に示す固体層を適用した、本実施の形態の液体吐出ヘッドの製造方法につい
て，図５を用いて説明する。図５（ａ）～（ｈ）はそれぞれ、インク流路形成のプロセス
フローを示す図である。図５（ａ）に示すように、吐出エネルギー発生素子１１ａを制御
するドライバーやロジック回路等は、汎用的な半導体製法にて生産される為、基板１１に
シリコンを適用することが好適である。また、シリコン基板にインク供給の為の貫通孔を
形成する方法としては、ＹＡＧレーザーやサンドブラスト等の技術を適用することも可能
ではある。しかし、レジスト塗布時には基板に貫通孔が形成されていないことが好ましい
。このような方法は、アルカリ溶液によるシリコンの異方性エッチ技術を適用できる。こ
の場合、基板裏面に耐アルカリ性の窒化シリコン等にてマスクパターン１５を形成し、基
板表面には同様の材質でエッチングストッパーとなるメンブレン膜（不図示）を形成して
おけば良い。
【００４７】
　次に、図５（ｂ）に示すように、基板上にＰＭＩＰＫを含むポジ型レジスト層（ＯＤＵ
Ｒ層）１２を形成する。この被膜は汎用的なスピンコート法にて形成できる。膜厚は、１
５μｍであった。
【００４８】
　次に、図５（ｃ）に示すように、ＯＤＵＲ層１２上にポジ型レジスト層（Ｐ（ＭＭＡ－
ＭＡＡ）層）１３をスピンコート法にて、５μｍの膜厚で形成する。次に、図５（ｄ）に
示す構造を得るために、Ｐ（ＭＭＡ－ＭＡＡ）層１３を露光する。Ｐ（ＭＭＡ－ＭＡＡ）
層１３には、前述したように、露光した箇所が除去されるフォトマスクを適用する。この
時、露光波長域として、２３０～２６０ｎｍ帯を使用すれば、下層１２のポジ型レジスト
はほとんど感光しない。これはケトンの吸収がカルボニル基に起因し、２３０～２６０ｎ
ｍの光を殆ど透過してしまう為、感光しないことに起因している。露光されたＰ（ＭＭＡ
－ＭＡＡ）層１３をジエチレングリコールとモルホリンとモノエタノールアミンと純水の
混合液で現像し、所定のパターンを得る。前記現像液はアルカリ性である。この現像液で
は未露光部のアクリル系レジストの溶解速度は極めて遅く、且つ、上層現像時の下層への
影響は軽微にすることができる。
【００４９】
　次に、図５（ｅ）に示す構造を得るために、ＯＤＵＲ層１２を露光する。ＯＤＵＲ層１
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２には、露光した箇所が除去されるフォトマスクを適用する。このとき、露光波長域とし
て、２７０～３３０ｎｍ帯を使用すれば、下層のポジ型レジストを感光させることができ
る。又、２７０～３３０ｎｍ域の露光波長は、上層のポジ型レジスト層１３を透過するた
めに、マスクからの回りこんだ光や基板からの反射光による影響を殆ど受けない。その後
、露光された下層のポジ型レジスト層１２を現像し、所定のパターンを得る。現像液は、
有機溶剤であるメチルイソブチルケトンを適用することが好ましい。未露光のＰ（ＭＭＡ
－ＭＡＡ）は該現像液では殆ど溶解しないため、下層１２レジスト現像に上層１３パター
ンの変化はない。
【００５０】
　次に、図５（ｆ）に示すように、下層のＯＤＵＲ層１２及び上層のＰ（ＭＭＡ－ＭＡＡ
）層１３を覆うようにノズル形成材料としての硬化性組成物を塗布し、被覆樹脂層１４と
する。塗布は汎用的なスピンコート等のソルベントコート法を適用できる。
【００５１】
　本発明の実施の形態１で用いた樹脂組成物１を、メチルイソブチルケトン／キシレン混
合溶媒に６０質量％濃度で溶解したものを、スピンコートした。この時の基板から膜厚は
、２５μｍであった。次いで、キヤノン製ＭＰＡ―６００ＦＡにて、インク吐出口形成の
ためのパターン露光を行った。なお、露光は２．５Ｊ／ｃｍ2、ＰＥＢは９０℃／４分間
行った。次いで、メチルイソブチルケトン／キシレンで現像を行い、インク吐出口を形成
した。なお、本実施の形態ではφ８μｍの吐出口パターンを形成した。また、吐出口形成
材料上に撥水性被膜１４ａを形成したい場合は、特開２０００－３２６５１５号公報に記
載されるように、感光性撥水材層１４ａを形成し、一括にて露光、現像することにより実
施することが可能である。この時、感光性撥水層１４ａの形成はラミネート、スピンコー
ト、スリットコート、スプレーなどにより実施することが可能である。その後、ノズル形
成材料１４と感光性撥水層１４ａを同時に露光する。一般的にはノズル形成材料１４はネ
ガ型特性のものを使用したので、吐出口となる部分に光を照射させないフォトマスク１８
を適用する。そして、吐出口形成材料１４の層を現像し、吐出口１５を形成する。現像は
キシレン等の芳香族系溶剤を適用することが好ましい。次に、図５（ｇ）に示すように、
吐出口形成材料層上に、該材料層をアルカリ溶液から保護する為に環化イソプレン１９を
塗布した。この材料は東京応化工業社よりＯＢＣの名称で上市される材料を用いた。その
後、シリコン基板１１をテトラメチルアンモニウムハイドライド（ＴＭＡＨ）２２質量％
溶液、８３℃に１３時間浸漬し、インク供給の為の貫通孔２０を形成した。また、インク
供給孔形成のためにマスク及びメンブレンとして使用した窒化シリコン１５はシリコン基
板に予めパターニングしてある。次に、異方性エッチング後にシリコン基板を裏面が上に
なるようにドライエッチング装置に装着し、ＣＦ4に５％の酸素を混合したエッチャント
にてメンブレン膜を除去した。次いで、前記シリコン基板をキシレンに浸漬してＯＢＣを
除去した。
【００５２】
　その後、全面露光により、流路の型材であるポジ型レジスト層（ＯＤＵＲ層及びＰ（Ｍ
ＭＡ－ＭＡＡ）層）を分解する。３３０ｎｍ以下の波長の光を照射すれば上層及び下層の
レジスト材料は低分子化合物に分解され、溶剤により除去し易くなる。最後に、溶剤によ
り流路の型材であるポジ型レジスト層を除去する。この工程により、図５（ｈ）の断面図
に示すとおり、吐出口１５に連通する流路２１が形成される。流路２１は、流路の一部を
形成し且つヒータ（液体吐出エネルギー発生部）１１ａと接する気泡発生室である吐出チ
ャンバの近傍にて流路高さが低くなった形状である。溶剤による型材の除去工程において
超音波やメガソニック等の振動を付与すれば溶解除去時間の短縮が可能となる。
【００５３】
　このようにして作成したインクジェット記録ヘッドを記録装置に装着し、純粋／ジエチ
レングリコール／イソプロピルアルコール／酢酸リチウム／黒色染料フードブラック２＝
７９．４／１５／３／０．１／２．５からなるインクを用いて記録を行ったところ、本実
施形態では従来構成（下層Ｐ（ＭＭＡ－ＭＡＡ）　上層ＰＭＩＰＫ　反応阻害物質なし）



(11) JP 4448065 B2 2010.4.7

10

20

30

40

50

と比較すると、インク吐出量で２０％程度多くなり安定な印字が可能で、得られた印字物
は高品位なものであった。ヘッドを分解して観察すると、本実施形態では、ＳＥＭによる
観察の結果、スカムは見られなかったが、従来例では、流路に数μｍのスカムが観察され
た。
【００５４】
　以上、述べたように、本実施形態によれば、インク吐出手段を備えた基板上にインク流
路を形成する為の除去可能な樹脂二層を塗布しパターニングする工程と、インク流路及び
インク吐出口を形成する吐出口形成材料を塗布しパターニングする工程と、前記除去可能
な樹脂を除去する工程とを少なくとも含むインクジェット記録ヘッド作成方法において、
前記ノズル形成材料に、少なくとも、カチオン重合可能な樹脂と、光カチオン重合開始剤
と、光カチオン重合阻害剤とを含有することを特徴とするインクジェット記録ヘッド及び
その製造方法により、前記課題を解決できる。
【００５５】
　つまり、光カチオン重合開始剤は、光を照射するとカチオンを発生し、これがエポキシ
樹脂のエポシキ環を開環重合させてカチオンカチオン付加重合反応を利用した硬化が生じ
るが、含窒素化合物に代表されるカチオン重合阻害剤が存在すると、これが、発生したカ
チオンと強いイオンペアーを形成した場合にエポシキ環の開環重合反応が停止する。そし
て、この光カチオン重合阻害剤を適量配合することで、露光部において所望とする硬化の
進行を適度に制御して、所望の硬化状態を精度良く得ることができ、更に、露光部と未露
光部の界面領域においては、そこに回り込んだ光の量や、そこで発生するあるいは露光部
から拡散してくるカチオンの量では硬化が抑えられたり、不十分となり、相溶層の発生も
抑えられるので先に説明したスカムの発生を防止することが可能となる。
【００５６】
　（第２の実施の形態）
　図６には、液体噴射記録ヘッドの構成とその製作手順の一例が更に示されている。尚、
本例では、２つのオリフィス（吐出口）を有する液体噴射記録ヘッドが示されるが、もち
ろんこれ以上のオリフィスを有する高密度マルチアレイ液体噴射記録ヘッドの場合でも同
様であることは、言うまでもない。まず、本実施形態においては、例えば図６（ａ）に示
されるような、ガラス、セラミックス、プラスチックあるいは金属等からなる基板２０２
が用いられる。尚、図６（ａ）は感光性材料層形成前の基板の模式的斜視図である。
【００５７】
　このような基板２０２は、流路の壁部材の一部として機能し、また後述の感光性材料層
からなる流路構造体の支持体として機能し得るものであれば、その形状、材質等、特に限
定されることなく使用できる。上記の基板２０２上には、電気熱変換素子あるいは圧電素
子等の液体吐出エネルギー発生素子２０１が所望の個数配置される（図６（ａ）では２個
にて例示）。配列密度としては、６００ｄｐｉピッチ、もしくは、１２００ｄｐｉピッチ
間隔で、前記素子が配列されている。このような、液体吐出エネルギー発生素子２０１に
よって記録液小滴を吐出させるための吐出エネルギーがインク液に与えられ、記録が行な
われる。因みに、例えば、液体吐出エネルギー発生素子２０１として電気熱変換素子が用
いられるときには、この素子が近傍の記録液を加熱することにより、吐出エネルギーを発
生する。また、例えば、圧電素子が用いられるときは、この素子の機械的振動によって、
吐出エネルギーが発生される。尚、これらの素子２０１には、これら素子を動作させるた
めの制御信号入力用電極（図示せず）が接続されている。また、一般にはこれら吐出エネ
ルギー発生素子２０１の耐用性の向上を目的として、保護層等の各種機能層が設けられる
が、もちろん本発明においてもこの様な機能層を設けることは一向に差しつかえない。
【００５８】
　最も汎用的には、基板２０２としてはシリコンが適用される。即ち、吐出エネルギー発
生素子を制御するドライバーやロジック回路等は、汎用的な半導体製法にて生産される為
、該基板にシリコンを適用することが好適である。また、該シリコン基板にインク供給の
為の貫通孔を形成する方法としては、ＹＡＧレーザーやサンドブラスト等の技術を適用す
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ることも可能ではある。しかし、下層材料として熱架橋型レジストを適用する場合は、該
レジストのプリベーク温度は前述したように極めて高温であり、樹脂のガラス転移温度を
大幅に越え、プリベーク中に樹脂被膜が貫通孔に垂れ下がる。従って、レジスト塗布時に
は基板に貫通孔が形成されていないことが好ましい。このような方法は、アルカリ溶液に
よるシリコンの異方性エッチ技術を適用できる。この場合、基板裏面に耐アルカリ性の窒
化シリコン等にてマスクパターンを形成し、基板表面には同様の材質でエッチングストッ
パーとなるメンブレン膜を形成しておけば良い。
【００５９】
　次いで図６（ｂ）に示すように、液体吐出エネルギー発生素子２０１を含む基板２０２
上に、ポジ型レジスト層２０３を形成する。この材料は、メタクリル酸メチルとメタクリ
ル酸の９０：１０質量比の共重合体で、重量平均分子量（Ｍｗ）は、１０００００であり
、分散度（Ｍｗ／Ｍｎ）は、２．００である。ここで、型材を形成するポジ型レジストで
あるＰ（ＭＭＡ－ＭＡＡ）の吸収スペクトルを図２に示す。図２で示すように、このポジ
型レジスト材料の吸収スペクトルが、２５０ｎｍ以下にしか存在しないので、２６０ｎｍ
以上の波長を照射しても、材料自体に、該エネルギー領域で、分子が励起されることがな
く、その結果、分解反応などが促進されることがない。即ち、前記ポジ型レジスト材料は
、２５０ｎｍ以下の電離放射線のみによって、分解反応が促進され、その後の現像工程に
おいて、パターン形成を行なうことができる。この樹脂粒子をジグライムに約３０ｗｔ％
の固形分濃度にて溶解し、レジスト液として使用した。その時の塗布溶液の粘度は、６０
０cpsである。該レジスト液はスピンコート法にて上述した基板に塗布し、１２０℃、３
分でプリベークした後、オーブンにて１５０℃、６分間の本キュアを行った。形成した被
膜の膜厚は１５μｍであった。
次いで、図６（ｃ）に示すように、ポジ型レジスト層のパターニング（露光、現像）を行
った。露光は、図７に示すような第１の波長帯である２１０～３３０ｎｍ帯領域で行った
。上述したように、２６０ｎｍ以上の光は、照射されているが、前記ポジ型レジスト層に
対する分解反応への寄与はない。最適には、２６０ｎｍ以上の光を遮蔽するカットフィル
タを用いても良い。露光は、電離放射線をポジ型レジストに、残したいパターンを描いた
フォトマスクを介して露光した。勿論、回析光の影響のない投影光学系を有する露光装置
を用いた場合は、細りを加味したマスク設計を行う必要はない。
【００６０】
　次いで、実施の形態１で用いた樹脂組成物１を用いて、図６（ｄ）に示すように、パタ
ーニングされたポジ型レジスト層を覆うようにノズルを形成するための吐出口形成材料層
２０４を形成した。塗布はスピンコートにて行い、プリベークはホットプレートにて９０
℃、３分間行った。次いで、図6（ｄ）に示すように、マスク２０５を用いて吐出口形成
材料層２０４に対してインク吐出口のパターン露光および現像を行う。このパターン露光
は汎用的なＵＶ光を照射できる装置であれば、露光装置の何れのものを適用しても構わな
い。しかし、照射される光Ａの波長領域は、２９０ｎｍ以上であり、且つ、上述したネガ
型被膜樹脂が感応する波長領域であれば、上限に制約は無い。露光時にはインク吐出口と
なる箇所に光を照射させないマスクを使用した。露光はキヤノン製マスクアライナーＭＰ
Ａ－６００Ｓｕｐｅｒを使用し、露光は１０００ｍＪ／ｃｍ2で行った。図３に示してい
るように、前記露光機は、２９０～４００ｎｍ領域のＵＶ光を照射しており、この領域に
おいて、前記ネガ型被膜樹脂は、感光特性を有することになる。そして、前記露光機を使
用した場合、図６（ｄ）で示しているように、ネガ型被膜樹脂を介して、図６（ｂ）で形
成されたポジ型レジスト層のパターンにも、２９０～４００ｎｍ領域のＵＶ光が照射され
ることになる。そのため、本発明で使用しているポジ型レジスト材料の場合、２５０ｎｍ
以下のＤｅｅｐＵＶ光にしか感応しないので、この工程において、材料の分解反応が促進
されることは無い。層２０４の現像はキシレンに６０秒間浸漬して行った。現像処理によ
り吐出口２０９が得られた。更に、１００℃にて１時間のベークを行い、吐出口形成材料
層２０４と基板の密着性を高めた。その後、図示しないが、吐出口形成材料層２０４上に
、該材料層をアルカリ溶液から保護する為に環化イソプレンを塗布した。この材料は東京
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応化工業社よりＯＢＣの名称で上市される材料を用いた。その後、シリコン基板をテトラ
メチルアンモニウムハイドライド（ＴＭＡＨ）２２質量％溶液、８３℃に１４．５時間浸
漬し、インク供給の為の貫通孔（２１０）を形成した。また、インク供給孔形成のために
マスク及びメンブレンとして使用した窒化シリコンはシリコン基板に予めパターニングし
てある。このような異方性エッチング後にシリコン基板を裏面が上になるようにドライエ
ッチング装置に装着し、ＣＦ4に５％の酸素を混合したエッチャントにてメンブレン膜を
除去した。次いで、シリコン基板をキシレンに浸漬してＯＢＣを除去した。
【００６１】
　次いで図６（ｆ）に示すように、低圧水銀灯を用いて２１０～３３０ｎｍ領域帯の電離
放射線Ｂを流路構造体材料２０４に向けて全面照射し、ポジ型レジストを分解した。その
後、基板を乳酸メチルに浸漬して、図６（ｇ）の縦断面図に示すようにポジ型レジストか
らなる型パターンを一括除去した。この時、２００ＭＨｚのメガソニック槽に入れ溶出時
間の短縮を図った。これにより、吐出口を含むインク流路２１１が形成され、インク供給
孔２１０からインク流路２１１にインクを導いて、発熱素子２０２によって吐出口２０９
より吐出させる構造のインク吐出エレメントが作製される。出来合った吐出口のサイズは
、φ８μｍであり、ＯＨ高さは、２０μｍであった。ＯＰ厚は、５μｍになっていた。ま
た、先に述べたスカムの発生ないものであった。
【００６２】
　このように作製した吐出エレメントは図８に示す形態のインクジェットヘッドユニット
に実装され、吐出、記録評価を行ったところ良好な画像記録が可能であった。前記インク
ジェットヘッドユニットの形態としては図８に示すように、例えばインクタンク２１３を
着脱可能に保持した保持部材の外面に、記録装置本体と記録信号の授受を行うためのＴＡ
Ｂフィルム２１４が設けられ、ＴＡＢフィルム２１４上にインク吐出孔２０９を有するイ
ンク吐出エレメント２１２が電気接続用リード２１５により電気配線と接続されている。
【００６３】
　（第３の実施の形態）
　図９（ａ）～（ｉ）の夫々には、本発明の方法に係わる液体噴射記録ヘッドの構成とそ
の製作手順の一例が示されている。尚、本例では、２つのオリフィス（吐出口）を有する
液体噴射記録ヘッドが示されるが、もちろんこれ以上のオリフィスを有する高密度マルチ
アレイ液体噴射記録ヘッドの場合でも同様であることは、言うまでもない。
【００６４】
　まず、本実施形態においては、例えば図９（ａ）に示されるような、ガラス、セラミッ
クス、プラスチックあるいは金属等からなる基板１２０１が用いられる。尚、図９（ａ）
は感光性材料層形成前の基板の模式的斜視図である。このような基板１２０１は、流路の
壁部材の一部として機能し、また後述の感光性材料層からなる流路構造体の支持体として
機能し得るものであれば、その形状、材質等、特に限定されることなく使用できる。上記
の基板１２０１上には、電気熱変換素子あるいは圧電素子等の液体吐出エネルギー発生素
子１２０２が所望の個数配置される（図９（ａ）では２個にて例示）。このような、液体
吐出エネルギー発生素子１２０２によって記録液小滴を吐出させるための吐出エネルギー
がインク液に与えられ、記録が行なわれる。因みに、例えば、液体吐出エネルギー発生素
子２０２として電気熱変換素子が用いられるときには、この素子が近傍の記録液を加熱す
ることにより、吐出エネルギーを発生する。また、例えば、圧電素子が用いられるときは
、この素子の機械的振動によって、吐出エネルギーが発生される。
【００６５】
　尚、これらの素子１２０２には、これら素子を動作させるための制御信号入力用電極（
図示せず）が接続されている。また、一般にはこれら吐出エネルギー発生素子１２０２の
耐用性の向上を目的として、保護層等の各種機能層が設けられるが、もちろん本発明にお
いてもこの様な機能層を設けることは一向に差しつかえない。最も汎用的には、基板１２
０１としてはシリコンが適用される。即ち、吐出エネルギー発生素子を制御するドライバ
ーやロジック回路等は、汎用的な半導体製法にて生産される為、該基板にシリコンを適用
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することが好適である。また、該シリコン基板にインク供給の為の貫通孔を形成する方法
としては、ＹＡＧレーザーやサンドブラスト等の技術を適用することも可能ではある。し
かし、レジスト塗布時には基板に貫通孔が形成されていないことが好ましい。このような
方法は、アルカリ溶液によるシリコンの異方性エッチ技術を適用できる。この場合、基板
裏面に耐アルカリ性の窒化シリコン等にてマスクパターンを形成し、基板表面には同様の
材質でエッチングストッパーとなるメンブレン膜を形成しておけば良い。
【００６６】
　次いで図９（ｂ）に示すように、液体吐出エネルギー発生素子１２０２を含む基板１２
０１上に、ＰＭＩＰＫのポジ型レジスト層１２０３を塗布した。ＰＭＩＰＫは、東京応化
工業株式会社より上市されるＯＤＵＲ－１０１０を樹脂濃度が２０ＷＴ％となるように調
整して使用した。プリベークはホットプレートにて１２０℃、３分間行った。更に、窒素
雰囲気中オーブンにて、１５０℃、３０分間の熱処理を行った。該被膜の膜厚は１５μｍ
であった。
【００６７】
　次いで図９（ｃ）に示すように、前記ポジ型レジスト層１２０３上にＰ（ＭＭＡ－ＭＡ
Ａ）の光崩壊型のポジ型レジスト層１２０４を塗布した。Ｐ（ＭＭＡ－ＭＡＡ）の光崩壊
型のポジ型レジストとしては、以下のポジ型レジストを用いた。
【００６８】
　・メチルメタクリレートとメタクリル酸のラジカル重合物（Ｐ（ＭＭＡ－ＭＡＡ））、
重量平均分子量（Ｍｗ：ポリスチレン換算）＝１７００００、分散度（Ｍｗ／Ｍｎ）＝２
．３
　この樹脂粉末をジグライム溶媒に約２５質量％の固形分濃度にて溶解し、レジスト液と
して使用した。その際のレジスト溶液の粘度は、約６００cpsであった。該レジスト液を
、スピンコート法にて塗布し、１００℃で、３分でプリベークした後、窒素雰囲気中オー
ブンにて１５０℃で、３０分間の熱処理を行った。なお、熱処理後のレジスト層の膜厚は
５μｍであった。
【００６９】
　次いで図９（ｄ）に示すように、Ｐ（ＭＭＡ－ＭＡＡ）の光崩壊型のポジ型レジスト層
１２０４の露光１２０５をマスク１２０６を介して行った。露光装置はウシオ電機（株）
製マスクアライナーＵＸ－３０００ＳＣにて行い、カットフィルタを用いて、露光波長２
３０～２６０ｎｍ帯を選択的に照射した。次いで図９（ｅ）に示すように、Ｐ（ＭＭＡ－
ＭＡＡ）の光崩壊型のポジ型レジスト層１２０４の現像を行った。現像は、以下の組成の
現像液にて現像して、所望のパターンを形成した。
【００７０】
　現像液：
ジエチレングリコールモノブチルエーテル：６０ｖｏｌ（容量）％
エタノールアミン：５ｖｏｌ％
モルフォリン：２０ｖｏｌ％
イオン交換水：１５ｖｏｌ％
　次いで、図９（ｆ）に示すように、下層のＰＭＩＰＫのポジ型レジスト層１２０３のパ
ターニング（露光、現像）を行った。露光装置は同一の装置を用い、カットフィルタを用
いて、露光波長２７０～３３０ｎｍ帯を選択的に照射した。現像はメチルイソブチルケト
ンにて行った。次いで、実施の形態１で用いた樹脂組成物１を使用して、図９（ｇ）に示
すように、パターニングされた下層のポジ型レジスト層１２０３と上層のポジ型レジスト
層１２０４を覆うように吐出口形成材料１２０７の層を形成した。
【００７１】
　形成方法は、メチルイソブチルケトン／キシレン混合溶媒に６０質量％の濃度で溶解し
たものを、スピンコートした。塗布はスピンコートにて行い、プリベークはホットプレー
トにて９０℃、３分間行った。露光はキヤノン製マスクアライナーＭＰＡ－６００ＦＡを
使用し、露光は３Ｊ／ｃｍ2で行った。現像はキシレンに６０秒間浸漬して行った。その
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後、１００℃にて１時間のベークを行い、吐出口形成材料の密着性を高めた。次いで、吐
出口形成材料１２０７に対してインク吐出口１２０９のパターン露光および現像を行う。
このパターン露光は汎用的な露光装置の何れのものを適用しても構わない。図示しないが
、露光時にはインク吐出口となる箇所に光を照射させないマスクを使用した。
【００７２】
　その後、図示しないが、吐出口形成材料層上に、該材料層をアルカリ溶液から保護する
為に環化イソプレンを塗布した。この材料は東京応化工業社よりＯＢＣの名称で上市され
る材料を用いた。その後、シリコン基板をテトラメチルアンモニウムハイドライド（ＴＭ
ＡＨ）２２質量％溶液，８３℃に１３時間浸漬し、インク供給の為の貫通孔（１２１０）
を形成した。また、インク供給孔形成のためにマスク及びメンブレンとして使用した窒化
シリコンはシリコン基板に予めパターニングしてある。このような異方性エッチング後に
シリコン基板を裏面が上になるようにドライエッチング装置に装着し、ＣＦ4に５％の酸
素を混合したエッチャントにてメンブレン膜を除去した。次いで、前記シリコン基板をキ
シレンに浸漬してＯＢＣを除去した。
【００７３】
　次いで図９（ｈ）に示すように、低圧水銀灯を用いて３００ｎｍ以下の電離放射線２０
８を吐出口形成材料１２０７を介して全面照射し、ＰＭＩＰＫの上層ポジ型レジストと、
Ｐ（ＭＭＡ－ＭＡＡ）の下層ポジ型レジストを分解した。照射量は５０Ｊ／ｃｍ2である
。
【００７４】
　その後、基板１２０１を乳酸メチルに浸漬して、図９（ｉ）の縦断面図に示すように型
レジストを一括除去した。この時、２００ＭＨｚのメガソニック槽に入れ溶出時間の短縮
を図った。これにより、吐出チャンバを含むインク流路１２１１が形成され、インク供給
孔１２１０から各インク流路１２１１を介して各吐出チャンバにインクを導いて、ヒータ
によって吐出口１２０９より吐出させる構造のインク吐出エレメントが作製される。出来
あがった吐出口のサイズは、φ2＝６μｍであり、ＯＨ2は、２５μｍであった。流路高さ
（ｈ2）は１５μｍであり、ヒータ上に形成されたＰ（ＭＭＡ－ＭＡＡ）の膜厚が５μｍ
であったので、ＯＰ2厚は、５μｍになっていた。
【００７５】
　（第４の実施の形態）
　第３の実施の形態の製法により、図１０に示した構造のインクジェットヘッドを作製し
た。本実施形態では図１０に示すとおり、インクジェットヘッドはインク供給口３１０の
開口縁部３１０ａから吐出チャンバー３１１のインク供給口側の端部３１１ａまでの水平
距離が８０μｍである。インク流路壁３１２は、吐出チャンバー３１１のインク供給口側
の端部３１１ａからインク供給口３１０側へ５０μｍの箇所（３１２ａ）で形成され、夫
々の吐出エレメントを分割している。また、インク流路高さは１５μｍで形成されている
。基板３０１の表面から吐出口形成材料３０７の表面までの距離（ＯＨ）は２６μｍであ
る。図１０で示すように、インク供給口３１０を挟んで、配置されたインク吐出口３０９
ａ、３０９ｂのサイズは、夫々φ６μｍとφ１２μｍであり、各々の吐出量に応じたヒー
タサイズを配置している。各々の吐出口から飛翔するインク吐出量は、0.5plと2.0plであ
った。各々のノズルが、不図示の千鳥配列によって、図１０の図面に対して、垂直方向に
２５６個、４２．３μｍピッチで配列している。なお、図１０において、３０２はヒータ
、３０７ａは吐出口形成材料３０７に設けられた梁である。
【００７６】
　（第５の実施の形態）
　第３の実施の形態の製法により、図１１に示した構造のインクジェットヘッドを作製し
た。本実施形態では図１１に示すとおり、インクジェットヘッドはインク供給口３１０の
開口縁部３１０ａから吐出チャンバー３１１のインク供給口側の端部３１１ａまでの水平
距離が８０μｍである。インク流路壁３１２は、吐出チャンバー３１１のインク供給口側
の端部３１１ａからインク供給口３１０側へ５０μｍの箇所（３１２ａ）で形成され、夫
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々の吐出エレメントを分割している。また、インク流路高さは１５μｍで形成されている
。基板３０１の表面から吐出口形成材料３０７の表面までの距離は２５μｍである。図１
１で示すように、インク供給口３１０を挟んで、配置されたインク吐出口３０９ａ，３０
９ｂのサイズは、夫々φ３μｍとφ１６μｍであり、各々の吐出量に応じたヒータサイズ
を配置している。各々の吐出口から飛翔するインク吐出量は、0.2plと5.0plであった。各
々のノズルが、不図示の千鳥配列によって、図１１の図面に対して、垂直方向に２５６個
、４２．３μｍピッチで配列している。
なお、図１１において、３０２はヒータ，３０７ａは吐出口形成材料３０７に設けられた
梁である。
【００７７】
　（第６の実施の形態）
　第３の実施の形態の製法により、図１２に示した構造のインクジェットヘッドを作製し
た。本実施形態では図１２に示すとおり、インクジェットヘッドはインク供給口３１０の
開口縁部３１０ａから吐出チャンバー３１１のインク供給口側の端部３１１ａまでの水平
距離が８０μｍである。インク流路壁３１２は、吐出チャンバー３１１のインク供給口側
の端部３１１ａからインク供給口３１０側へ５０μｍの箇所（３１２ａ）で形成され、夫
々の吐出エレメントを分割している。また、インク流路高さは１５μｍで形成されている
。基板３１０の表面から吐出口形成材料３０７の表面までの距離は２６μｍである。図１
２で示すように、インク供給口３１０を挟んで、配置されたインク吐出口３０９ａ，３０
９ｂのサイズは、夫々φ７μｍとφ１１μｍであり、各々の吐出量に応じたヒータサイズ
を配置している。各々の吐出口から飛翔するインク吐出量は、0.6plと2.0plであった。各
々のノズルが、不図示の千鳥配列によって、図１２の図面に対して、垂直方向に２５６個
、４２．３μｍピッチで配列している。
【００７８】
　（本発明の効果の確認）
　上述した本発明の効果を確認するために、第１の実施の形態において、固体層形成用材
料として、（１）樹脂成分としてメタクリル酸／メタクリル酸メチル共重合体を含むポジ
型レジスト組成物を用いる形態と、（２）ポリメチルイソプロぺニルケトン（ＯＤＵＲ）
を用いる形態と、（３）ポリメチルイソプロぺニルケトン（ＯＤＵＲ）にトリエタノール
アミンを０．１重量％添加したポジ型レジスト組成物を用いる形態とで、ＩＪプリンター
（キヤノン製：ＰＩＸＵＳ５６０ｉ）用のＩＪヘッドを作成した。上記固体層形成材料以
外の構成は、全て第１の実施例と同様である。作成したＩＪヘッドのノズル形状は、表１
に示す通りである。
【００７９】
【表１】

【００８０】
　これらのヘッドをＩＪプリンターに搭載して、紙面上に形成されたドット径の配列から
、ヨレ値の評価を行った結果を、表２に示している。
【００８１】
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【表２】

【００８２】
＊印字歩留まり：ヘッド組したヘッド数（ｎ個）に対して、プリンターでの印字検査にお
いて、ヨレ値がσで５μｍ以内に入るヘッド個数（ｍ個）での（ｍ／ｎ）×１００の値
　表２において、本発明の構成以外で作成したＩＪヘッドでは、スカムが影響を及ぼした
と思われる印字上のヨレが発生した。尚、本発明の構成で作成したＩＪヘッドで発生した
印字不良は、ヘッド組（実装時）の際に混入したゴミ等に起因する一部のノズルからイン
ク滴が飛翔しない現象（不吐現象と呼ぶ）であった。
【図面の簡単な説明】
【００８３】
【図１】（ａ）～（ｅ）はそれぞれ、本発明の第１の実施形態によるインク流路形成のプ
ロセスフローを示す図である。
【図２】本発明に用いられる、Ｐ（ＰＭＭＡ－ＭＡＡ）の吸収スペクトルを示す図である
。
【図３】本発明に用いられる、樹脂組成物１の吸収スペクトルを示す図である。
【図４】（ａ）～（ｆ）はそれぞれ、本発明に適用可能な固体層形成のプロセスフローの
一例を示す説明図である。
【図５】（ａ）～（ｈ）はそれぞれ、参考実施形態による、インク流路形成のプロセスフ
ローを示す図である。
【図６】（ａ）～（ｇ）はそれぞれ、本発明の第２の実施形態による、インク流路形成の
プロセスフローを示す図である。
【図７】本発明の液体吐出ヘッドの製造方法に用いられる露光装置の波長と照度との相関
関係を示す説明図である。
【図８】本発明の液体吐出ヘッドの製造方法により製造された、インクジェットヘッドユ
ニットの説明図である。
【図９】（ａ）～（ｉ）はそれぞれ、本発明の第３の実施形態による、インク流路形成の
プロセスフローを示す図である。
【図１０】本発明の第４の実施形態における、インクジェットヘッドの断面説明図である
。
【図１１】本発明の第５の実施形態における、インクジェットヘッドの断面説明図である
。
【図１２】本発明の第６の実施形態における、インクジェットヘッドの断面説明図である
。
【図１３】（ａ）～（ｃ）はそれぞれ，従来の小液滴用のノズル形状を示す模式的断面図
である。
【図１４】（ａ）、（ｂ）はそれぞれ、スカム発生状態を模式的に説明するための図であ
る。
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